
 

1 
 

Ｐ０９００４ 
Ｐ１００２２ 

平成２６年度実施方針 
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１．件名   
（大項目）  低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト 
 

２．根拠法 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第１号ニ及び第３号 
 

３．背景及び目的・目標 
エネルギー生成方法の多様化は、資源枯渇および地球温暖化の解決に向けた重要な検討課

題であるが、中でも、電気エネルギーへの移行は、課題解決の有力な手段のひとつである。

電力の生成から消費に至るフローにおいて、電力利用効率向上の手段として、パワー半導体

デバイスによる電力変換・制御（直流・交流変換、周波数制御等）は、すでに多くのフェー

ズで行われている。さらに、これまでパワー半導体が適用されていなかった機器への展開や、

新たな応用分野が急激に広がることによって、パワー半導体デバイスが利用される局面は大

幅に増加すると見込まれる。たとえば、ハイブリッド自動車の普及など電化の進む社会への

転換がその起動力の一つである。また、高度に情報化が進む今日の社会では、ブロードバン

ドの普及、ＩＴ機器の高度化・設置台数の急激な増加に伴い、機器が消費する電力の急激な

増大が見込まれており、情報関連機器の省エネルギー化が重要な課題となっている。このた

めにも、パワー半導体デバイスが電力利用効率向上に大きく役立つと考えられる。このよう

に、パワー半導体デバイスによる電力損失の低減は低炭素社会の実現に向けて極めて重要で

ある。 
現在は、パワー半導体デバイスの材料として主にＳｉ（シリコン）が使用されているが、

電力損失がＳｉの１／１００以下、数ｋＶの高耐圧性など、パワー半導体として極めて優れ

た性能を有した新材料ＳｉＣ（炭化珪素）の実用化が期待されている。また、ＧａＮ（窒化

ガリウム）、Ｇａ２Ｏ３（酸化ガリウム）等、ＳｉＣ以外の新材料についても実用化に向けて研

究開発を進めている。新材料パワー半導体デバイスを用いることにより、従来のＳｉデバイ

スを用いた電力変換モジュールと比べ、電力損失が格段に低い、また小型で大電力を扱える

電力変換機器を実現することが期待される。インバータ等の電力変換装置の適用範囲が鉄道

や次世代自動車などの環境産業をはじめとして極めて広いことから、社会全体への波及効果

が極めて大きく、さまざまな産業において、その成長の鍵となるものである。したがって、

パワー半導体デバイスおよび電力変換機器における技術力は我が国産業の国際競争力を左右

するものである。 
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我が国における関連技術開発としては、主として産業用モータ駆動用を想定して、ＳｉＣ

ウエハ品質と関連づけたＳｉＣデバイスの大容量化／高信頼化の技術開発、或いはインバー

タコア技術開発がＮＥＤＯプロジェクト（「パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開

発」平成１８年～平成２０年など）において行われてきている。同プロジェクトにて開発さ

れたＳｉＣウエハ品質向上および評価技術・デバイスプロセス技術・回路技術・熱設計技術

等、全体的な技術の高度化の結果として、Ｓｉデバイスに比べ大幅な損失低減（同定格イン

バータユニットにおいて、現在主流のＳｉ－ＩＧＢＴを適用した場合に比べ、７０％損失を

低減）が実証されるに至っている。 
ＩＴ産業の電力消費低減に寄与するため、データセンタやその電力源に用いる交流・直流

変換等の高効率化を実現したり、電気自動車のように新たに拡大しつつある応用製品に適し

た電力変換機器を実現したりするためには、具体的な適用製品を想定して、高電流密度化（大

容量化）や、デバイス・機器の信頼性向上といったＳｉＣデバイス性能の高度化を進めるこ

とが重要である。同時に、ＳｉＣデバイスとの組み合わせにおいて力を発揮する材料・部品・

回路設計・ノイズ対策や熱設計などの課題を解決していく必要がある。 
一方、ＳｉＣパワー半導体デバイスの効率向上・適用範囲拡大を支え、普及の鍵となるの

は、ＳｉＣ半導体材料の高品質化と供給安定化であるが、現在のＳｉＣウエハ市場は、４イ

ンチウエハが限定された規模で生産されている状況であって、かつ海外企業による寡占状況

と言わざるを得ない。このことから生じる供給安定性への不安及び高価格が開発・普及への

足かせになっている。それだけでなく、諸外国においてはごく最近になって６インチウエハ

実現がアナウンスされ、かつ、高耐圧領域でのＳｉＣ電力変換器の実証が進みつつある。 
このような背景のもと、６インチ級ＳｉＣウエハ量産化技術の構築と対応するデバイス化

プロセス装置開発、並びにＳｉＣパワー半導体デバイスを用いた電力変換器の効能実証を早

期に実現することが緊急の課題となった。ＳｉＣパワー半導体デバイスの応用製品としては、

急激に増大しつつあるＩＴ産業の電力消費量増加の対策となるデータセンタ用電源や、その

電力源として意味がある分散型太陽光発電システムなどに用いる電力制御機器が有望であり、

その高効率化・小型化・高信頼化に貢献するデバイス技術開発・設計技術開発等を前記した

ウエハやプロセス装置開発と並行して行うことは極めて重要である。 
また、パワーエレクトロニクスは扱う電力の容量が大きいと、機能をワンチップ化して高

機能化を図ることは困難であり、高機能化はデバイスを核として、デバイスの制御系や周辺

回路を組み合わせたモジュールやパッケージ により、システム全体の最適化を図ることによ

ってなされることとなる。従って、デバイスの高性能化のみが技術を牽引するのではなく、

アプリケーションに応じて製作される応用システムも重要な要素となる。従って、パワーエ

レクトロニクス分野における我が国の競争力を更に強化するためには、各種材料のウエハ、

デバイス等の性能向上を図ると共に、産業機器、自動車、民生機器などアプリケーション毎

に要求されるスペックを、最適な材料（ＳｉＣ、ＧａＮ等）、設計技術、実装技術等を組み合

わせ、最適な応用システムの構築により実現することが重要となる。加えて、応用システム

は、新たな用途、デバイス・ユーザーの開拓を図ること等により、他の追随を許さない環境
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を作る必要がある。 
以上のように、これらの課題に対して積極的な取り組みを行うことは、省エネルギー技術

の国際的牽引、及び我が国の産業競争力強化にとって極めて重要な意味を持つものである。 
そこで上記を目的として、下記の研究開発項目について実施する。 
 

研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 
（１） 「高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発」［委託事業  

共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率１／２）］ 
（２） 「大口径ＳｉＣウエハ加工技術開発」［委託事業］ 
（３） 「ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術（大口径対応技術／高速・厚膜成長技術）」 

［委託事業］ 
（４） 「ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術」［委託事業］ 
（５） 「ＳｉＣウエハ量産化技術開発」［助成事業２／３］ 
（６） 「大口径ＳｉＣウエハ加工要素プロセス検証」［委託事業］ 
（７） 「ＳｉＣ高耐圧大容量パワーモジュール検証」［委託事業］ 
（８） 「大口径対応デバイスプロセス装置開発」［助成事業２／３］ 
（９） 「高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発」［委託事業］ 
（１０）「新世代Ｓｉパワーデバイス技術開発［委託事業］ 

 
研究開発項目② 次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） 
（１） ＳｉＣパワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 

［共同研究事業 （ＮＥＤＯ負担率１／２）］ 
（２） ＳｉＣパワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発  

［共同研究事業 （ＮＥＤＯ負担率１／２）］ 
（３） 次世代ＳｉＣ電力変換器基盤技術開発 ［委託事業］ 

 
研究開発項目③ 次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発 

［助成事業（助成率：２／３）（※）］ 
（※） 民間企業単独あるいは民間企業のみでの連携等により実施される場合、助成

率を１／２とする。 
 
各研究開発項目の達成目標を以下に示す。 
 
研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 
（１）「高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発」 
【中間目標】（平成２４年度） 

昇華法においては、口径６インチで、 
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①１０３個／ｃｍ２台の転位密度を実現するのに必要な高品質化にかかわる基盤技術

を確立する。 
②０．５ｍｍ／ｈ以上の結晶を実現するのに必要な成長速度向上にかかわる基盤技術

を確立する。 
 

【最終目標】（平成２６年度） 
昇華法においては、口径６インチ、長さ５０ｍｍ以上で、 
①有効面積（端部３ｍｍを除く）全域において転位密度１×１０３個／ｃｍ２以下の結

晶を実現する。 
②有効面積（端部３ｍｍを除く）全域において転位密度５×１０３個／ｃｍ２以下の結

晶を成長速度０．５ｍｍ／ｈ以上で実現する。 
 
革新的結晶成長法においては、口径２インチ以上、長さ２０ｍｍ以上の４Ｈ－ＳｉＣ

単結晶を実現した上で、昇華法に対する優位性を検証する。 
 
（２）「大口径ＳｉＣウエハ加工技術開発」 
【中間目標】（平成２４年度） 

ウエハ切断技術に関して、３インチ結晶で切断速度１５０μｍ／分以上、同時切断枚数

１０枚以上、切り代３００μｍ以下を実現する。また、３〜４インチ結晶／ウエハを対象

にして、切断、研削、粗研磨、仕上げ研磨の各要素工程の最適化、及び連接最適化を行い、

６インチＳｉＣ結晶／ウエハ加工の高速・高品質な一貫プロセス最適化の方針を決定する。 
 

【最終目標】（平成２６年度） 
６インチ結晶／ウエハを対象に、以下の効率性を実現する。 

①切断：速度３００μｍ／分以上、同時切断枚数１０枚以上、切り代２５０μｍ以下 
②インゴットから表面仕上げ精度Ｒｍｓ（表面荒さ）０．１ｎｍ＠２μｍ×２μｍの

ベアウエハを実現する統合加工プロセスとして、プロセス時間２４時間以内 
 
（３）「ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術（大口径対応技術／高速・厚膜成長技術）」 
【中間目標】（平成２４年度） 

①大口径対応技術 
みなし６インチ径のエピタキシャル膜成長を行い、６インチ成長プロセスにおける問

題点を把握すると共に、当該成長膜に対して以下の品質を実現する。 
 ・均一度：厚さ±１０％、ドーピング濃度±２０％ 
 ・品質 エピ成長起因の表面欠陥密度：２個／ｃｍ２以下 
②高速・厚膜成長技術 

口径２インチ、膜厚５０μｍ以上のエピタキシャル膜に対して以下の品質を実現し、
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ＳｉＣ厚膜形成技術を確立する。 
  ・純度 残留キャリア濃度：３×１０１４／ｃｍ３以下 
  ・品質 エピ成長起因の表面欠陥密度：５個／ｃｍ２以下 
 
【最終目標】（平成２６年度） 

①大口径対応技術 
口径：６インチ、処理枚数：３枚以上のエピタキシャル膜に対し、以下の品質を実現

する。 
  ・均一度：厚さ±５％、ドーピング濃度±１０％ 
  ・品質 エピ成長起因の表面欠陥密度：０．５個／ｃｍ２以下 
②高速・厚膜成長技術 

成長速度１００μｍ／ｈ以上で作成した口径４インチ、膜厚５０μｍ以上のエピタキ

シャル膜に対し、以下の品質を実現する。 
  ・純度 残留キャリア濃度：３×１０１４／ｃｍ３以下 
  ・均一度：厚さ±２％、ドーピング濃度±１０％ 
  ・品質 エピ成長起因の表面欠陥密度：１．０個／ｃｍ２以下 
 
（４）「ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術」 
【中間目標】（平成２４年度） 
①新規耐圧構造デバイス 

より低損失化が可能な新規高耐圧デバイス構造とその作製要素プロセスを開発し、当

該構造で耐圧３ｋＶ以上の高耐圧ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴ（metal-oxide-semiconductor 
field-effect transistor、以下、「ＭＯＳＦＥＴ」という。）を実現する。 
②高耐圧大容量デバイス 

耐圧３ｋＶ以上の高耐圧ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴを実現すると共に、ＳｉＣ－ＭＯＳＦ

ＥＴ、ＳｉＣ－ＳＢＤを適用した３ｋＶ以上の電力変換器モジュールを試作して、当該

電圧領域のスイッチング及び多並列接続に関する要素技術を確立する。 
 

【最終目標】（平成２６年度） 
①新規耐圧構造デバイス 

必要な各種要素技術を高度化し、耐圧：３ｋＶ以上で特性オン抵抗：１５ｍΩｃｍ２

以下の高耐圧ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴを実現する。 
②高耐圧大容量デバイス 

耐圧：３ｋＶ以上、オン抵抗８０ｍΩ以下（室温環境下）、定格出力電流密度１００Ａ

／ｃｍ２以上の高耐圧ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴを開発し、当該デバイスを用いたＭＶＡ級電

力変換器を試作して、その動作時の電力損失が同耐圧のＳｉ電力変換器の５０％以下で

あることを実証する。 
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（５）「ＳｉＣウエハ量産化技術開発」 
【最終目標】（平成２３年度） 

大口径４Ｈ－ＳｉＣウエハの量産化技術開発可能な環境整備（昇華法結晶成長炉、ウエ

ハ加工装置）を実施し、 
①有効面積（端部３ｍｍを除く）全域において転位密度１×１０４個／ｃｍ２以下の口径

６インチ４Ｈ－ＳｉＣインゴットを実現する。 
または、 
②成長速度０．２５ｍｍ／ｈ以上で転位密度５×１０４個／ｃｍ２以下の口径６インチ４

Ｈ－ＳｉＣインゴットを実現する。 
 
（６）「大口径ＳｉＣウエハ加工要素プロセス検証」 
【最終目標】（平成２３年度） 

切断技術として、ダイヤモンドを使ったマルチワイヤーソーにおいて、ＳｉＣ６インチ

インゴットに対して１５０μｍ／分以上の高速切断が可能になる最大ワイヤー速度：約４，

０００ｍ／ｍｉｎ、最大張力：７０Ｎの高速高剛性切断技術を実現する。更に、切断、研

削、粗研磨、仕上げ研磨の各工程に関して、個々の要素工程の能力限界と最適加工条件（砥

石、砥粒、研磨定盤種、装置技術、加工動作管理、能率等）を抽出し、ＳｉＣウエハ加工

における高速一貫プロセス確立に資する統合的なデータ蓄積を行う。 
 
（７）「ＳｉＣ高耐圧大容量パワーモジュール検証」 
【最終目標】（平成２３年度） 

耐圧３．３ｋＶ 定格電流７５Ａ のＳｉＣショットキーバリアダイオードを開発し、

Ｓｉ絶縁ゲートバイポーラトランジスタと組み合わせて１，０００Ａ級大容量パワーモジ

ュールを試作してその動作を実証するとともに、Ａｌｌ ＳｉＣデバイスパワーモジュー

ル実現に必要とされるＳｉＣ ＦＥＴの仕様に対する技術的指針を得る。 
 
（８）「大口径対応デバイスプロセス装置開発」 
【最終目標】（平成２３年度） 

６インチＳｉＣウエハを対象に、イオン注入、活性化熱処理、高温酸化等のデバイス化

のための高温プロセス装置、或いは透明ウエハ対応露光装置を開発し、所定の処理特性の

面内均一性を達成する。具体的には、 
イオン注入装置の場合、 
 ・室温から８００°Ｃまでの全領域でイオン注入が可能なこと 
 ・温度均一性：６インチ面内：±１５°Ｃ 
 ・Ａｌ注入イオン電流：２００μＡ以上 
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活性化熱処理装置の場合、 
 ・熱処理温度：１，８００°Ｃ以上 
 ・温度均一性：６インチ面内：±３０°Ｃ 
 ・一度に２５枚以上処理可能なこと。 

 
高温酸化装置の場合、 

   ・１，２００°Ｃ以上の高温でパイロジェニック酸化、及びＨ２、ＮＨ３、Ｎ２Ｏガス処

理が可能なこと。 
  ・温度均一性：６インチ面内：±１５°Ｃ 
  ・一度に２５枚以上処理可能なこと 

   ・１，１００°Ｃで処理したＳｉゲート絶縁膜に含まれる金属不純物が１×１０１１ｃｍ

－２未満であること。 
 

露光装置の場合、 
  ・６インチ４Ｈ－ＳｉＣウエハに対する重ね合わせ精度に関して、中心点及び４隅にお

いて、バラつき（標準偏差の３倍以内）が６５ｎｍ以下であることであること 
  ・解像度（市販のレジストを用いた標準プロセス）に関して、３５０ｎｍのライン＆ス

ペースパターンを転写できること。 
 
（９）高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発 
【最終目標】（平成２６年度） 

接合温度２２５℃以上で動作するＳｉＣパワー素子の近傍に、新規開発の高耐熱受動部

品を配置したパワーモジュールを試作し、各実装部品間の相互の影響を検証する。また、

試作したパワーモジュールの耐熱性と電気特性の評価を通して、高温動作における課題を

抽出するとともに、その解決の見通しを示す。 
ここで、試作するパワーモジュールは耐電圧１２００Ｖ／５０Ａ級とし、開発・搭載す

る受動部品および部材の仕様は、接合温度２２５℃以上のパワー素子と統合実装可能であ

ると共に下記の性能を有するものとする。 
 
（スナバコンデンサ）静電容量０．１μＦ級、耐電圧１ｋＶ級、共振周波数１０MHｚ級

のコンデンサにおいて、使用時の耐熱温度２５０℃であり、－４０〜２５０℃の温度領

域における静電容量の変動が±１０％以下、かつ、体積が４０ｍｍ３以下（例えば、５×

４×２ｍｍ）。 
（スナバ抵抗）抵抗値１０Ω級、定格電力１Ｗ級の抵抗体において、使用時の耐熱温度２

５０℃であり、－４０〜２５０℃の温度領域における抵抗値の変動が±１０％以下、か

つ、１０MHｚまでの周波数領域における抵抗値の変動が±１０％以下、かつ、体積２

０ｍｍ３以下（例えば、６．３×３．１×１ｍｍ）。 
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（メタライズ放熱基板）熱伝導率１８０W／(mK)以上、曲げ強度６００ＭＰａ以上、破壊

靱性６ＭＰａ・m1/2以上の絶縁素材を用いた、サイズ５，０００mm2以上、厚み１／８

０インチ（０．３２ｍｍ）以下で両面に金属プレートが接合されたメタライズ放熱基板

において、耐電圧１，２００Ｖ以上、－４０〜２５０℃の温度範囲での耐ヒートサイク

ルが１，０００回以上。 
（配線基板）使用時の耐熱温度２５０℃であり、当該温度において耐電圧１２００Ｖ、５

０Ａ級の電流が通電可能な内部配線を有し、かつ、実装されるパワー素子電極に対する

内部配線の位置精度±２０μm 以下。 
 
（１０）新世代Ｓｉパワーデバイス技術開発 
【最終目標】（平成２８年度） 

現状のＳｉＣパワーデバイスと耐圧、電流密度等で同等以上の性能を有する新世代Ｓｉ

パワーデバイスを開発し、トランジスタとしての動作実証を行う。その上で現状のＳｉパ

ワーデバイスの性能限界を突破する。 
 

研究開発項目② 次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） 
（１）ＳｉＣパワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 
 
【達成目標】（平成２４年度） 

耐圧：６００Ｖ以上、電流容量：４０Ａ以上、オン抵抗率：２．５ｍΩｃｍ２以下（室

温環境下）のＳｉＣスイッチングデバイスを開発する。また、電力容量が２ｋＷ級のサ

ーバ電源のプロトタイプを試作し、その電力変換効率が５０％負荷で９４％以上である

ことを実証する。また、Ｓｉパワーデバイスで一般的に行われている信頼性試験をＳｉ

Ｃパワーデバイスに対しても実施し、Ｓｉ同等の信頼性を実証する。 
 

（２）ＳｉＣ パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 
【達成目標】（平成２４年度） 

耐圧：１，２００Ｖ以上、電流容量：７５Ａ以上、オン抵抗率：５ｍΩｃｍ２以下（室

温環境下）のＳｉＣスイッチングデバイスを開発する。このＳｉＣスイッチングデバイ

ス技術を用いて、太陽光発電用パワーコンディショナ技術を開発して、電力容量が３０

ｋＷ級の太陽光発電用パワーコンディショナのプロトタイプを試作し、これが定格出力

時に９８％以上のシステム効率をもつことを実証する。ＳｉＣパワーデバイスのスイッ

チング速度高速化に伴うデバイス設計高度化をあわせて行う。 
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（３）次世代ＳｉＣ 電力変換器基盤技術開発 
【達成目標】（平成２４年度） 

次世代パワーデバイスをデバイス温度（※１）２００～２５０℃で動作させることを

可能とする高温実装技術を開発する。また、デバイス温度２５０℃という高温動作デバ

イス条件を取り入れた高出力パワー密度変換器の統合設計技術の適用により、４０Ｗ／

ｃｍ３級の出力パワー密度（※２）を持つ革新的オールＳｉＣ電力変換器を製作して、性

能の検証を行う。さらに、ＳｉＣデバイスの高速・高周波スイッチングで発生する有害

なＥＭＩノイズを、ピーク値で、従来比１／６以下（※３、４）に削減する抜本的ノイ

ズ除去技術を開発した後、同技術を前記革新的電力変換器に搭載し、効果の実機検証を

行う。 
（※１）外部環境温度にデバイス自己発熱による温度上昇分を加えた温度をデバイス温

度と定義する。以後に記載されるデバイス温度は全て同定義である。 
（※２）出力パワーをＳｉＣパワーデバイス・周辺回路素子・フィルタ・ヒートシンク

から成る構成体の総体積により除算したものを出力パワー密度と定義する。 
（※３）平成２２年度に試作したＡｌｌ ＳｉＣインバータをベースとする。 
（※４）ノイズ規格ＪＩＳ Ｃ ４４２１で規制している１５０ｋＨｚ～３０ＭＨｚ周

波数帯で、ノイズ実測値に対して同規格カテゴリＣ３との差分のピーク値を評

価する。 
 
研究開発項目③ 次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発 
【中間目標】（平成２８年度末） 

新材料パワーデバイスを用いたインバータ等の実現に必要となる、材料、設計技術、

実装技術等を開発する。また、その開発状況を評価することで最終目標達成のための課

題を抽出し、解決の技術的見通しを明確にする。 
なお、公募により選定したテーマ毎に中間目標は改めて設定する。 

 
【最終目標】（平成３１年度末） 

新材料パワーデバイスを用いたインバータ等を開発し、それらを適用した特定用途の

応用システムについて試作・動作実証を行う。 
なお、公募により選定したテーマ毎に最終目標は改めて設定する。 

 
４．実施内容及び進捗（達成）状況 

４．１ 平成２２～２５年度（委託・共同研究）事業内容 
研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 

本プロジェクトは、平成２３年１１月２３日付にて独立行政法人産業技術総合研究所 

先進パワーエレクトロニクス研究センター長 奥村 元氏をプロジェクトリーダーに委嘱

し、以下の研究開発を実施した。 
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（１）「高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発」 
（平成２２年度進捗状況）  
（１）－１－１ 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発（その１） 

ＲＡＦ法（Repeated a-face process）による大口径化の課題抽出を行い、安定した継

ぎ足し結晶成長条件を把握した。また、装置集結及び新型ＲＡＦ成長炉導入を完了した。

低抵抗化技術開発として高濃度不純物ドーピングに向けた大口径対応昇華法成長装置開

発を行った。 
（１）－１－２ 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発（その２） 

６インチ成長炉などの単結晶一貫製造に必要な設備の立上げを完了した。また、目標

とする低欠陥密度の実現に向けて貫通刃状転位（ＴＥＤ）・基底面転位（ＢＰＤ）・貫通

らせん転位（ＴＳＤ）などの各種欠陥の挙動を分析し、低減に向けた手がかりを得た。 
（１）－２－１ 革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発（ガス法） 

目標達成に向け、新ルツボ構造、膜厚モニタリング機構などの対応策を盛り込める結

晶成長用プロトタイプ装置が完成した。また、高速・高品質化の実証に関しては、原料

ガス条件による成長速度、品質への影響評価を開始した。 
（１）－２－２ 革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発（溶液法） 

炉内温度分布などデータの検証実験とシミュレーションを進めた。溶液法で課題とな

るガス巻き込みによるボイド欠陥を抑制する新たな技術を見出し、ボイド欠陥のないΦ

２０ｍｍ、０．２５ｍｍ厚の４Ｈ－ＳｉＣ結晶成長に成功した。４Ｈ－ＳｉＣが安定成

長する溶液組成検討の基礎実験の結果、次年度の組成最適化実験につながる知見を得、

結晶多形の選択成長や転位・欠陥消滅に関する知見を得た。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 

 
（平成２３年度進捗状況）  
（１）－１－１ 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発（その１） 

高品質６インチウエハ早期実現を目指し、６インチインゴットを実現するための基盤

技術確立を推進した。ＲＡＦ固有の応力集中を抑制する低応力成長の目処付けを完了し、

ＲＡＦ法による６インチウエハを試作実証した。 
（１）－１－２ 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発（その２） 

結晶欠陥制御技術開発に関する最終目標達成に向け、結晶高品質化の技術シーズ探索

を実施した。その結果、貫通螺旋転位の低減化技術に繋がり得る、転位のＣ面内偏向現

象を見出し、ＴＳＤを含めた転位密度低減化新技術シーズへの展開可能性を提示した。 
（１）－２－１ 革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発（ガス法） 

長尺化に関し、２インチ、２０ｍｍ実証に向けた成長炉基本構造を明確化、その方策

を提示し、放熱制御機構導入のための設備改造を行った。 
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高速・高品質化に関し、高品質、高速成長両立への指針提示を電中研へ再委託して実

施した。その結果、Ｃｌ系ガス添加でクラスター防止、高速（＞３ｍｍ／ｈ）・高品質両

立の可能性を提示した。 
（１）－２－２ 革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発（溶液法） 

産総研西事業所５Ｂ棟にＳｉＣ単結晶成長技術の開発のための集中拠点を整備し、溶

液法ＳｉＣ成長用高温高圧炉（２，４００℃、１００気圧）を導入した。また、産総研

中央事業所から小型溶液法ＳｉＣ成長炉を、日立化成から溶液法ＳｉＣ成長用大型炉を

移設し、集中拠点での成長実験を開始した。溶液法で課題となるボイド欠陥を抑制する

技術として、上向き成長および成長前の高温処理技術を見出した。また、温度勾配によ

る過飽和度を一定範囲に制御する事で、パワーデバイスに用いられる４Ｈポリタイプを

安定的に育成出来る事を示した。名古屋大では、溶液法による結晶成長において、オフ

角がついた基板をシードとして用いた場合ＴＳＤがほぼ１００％積層欠陥に変換するこ

とを確認、無転位単結晶の可能性を示した。東工大では、１，６００℃までの高温観察

ができ、１，６００℃から８００℃まで１０秒以内で急冷できる高温真空レーザ顕微鏡

を開発し、溶液組成の探索を開始した。本課題に関し、学会報告３件、特許出願３件を

行った。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 

 
（平成２４年度進捗状況） 
（１）－１－１ 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発（その１） 

低応力成長の完成度向上を図り、インゴット結晶内の温度分布を小さくした低△Ｔ成

長技術として確立した。実現した高品質の６インチＲＡＦシードを用いたｃ面成長によ

り口径６インチ結晶成長を実現し、転位密度２～３×１０３個／ｃｍ２、螺旋転位密度３

００～６００個／ｃｍ２ を実証し中間目標を達成した。併せて、ＲＡＦ法のａ面成長の

繰返し回数を増加させることで、１インチサイズの試料で、転位密度２０個／ｃｍ２（螺

旋転位密度１．３個／ｃｍ２ ）まで低減できることを実証し、高品質化に係る基盤技術

を確立した。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 

（１）－１－２ 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発（その２） 
早期実用化に係る基盤技術開発を行い、口径６インチ成長において成長速度０．５ｍ

ｍ／ｈ以上の成長速度を達成可能な結晶製造技術を確立した。また、エピ品質への影響

との視点で、ウエハ表面の品質評価および表面結晶状態に関する調査を行った。パワー

デバイス用４H-SiC ウエハの表面残留歪部が、転位欠陥（TED や TSD）や、Double 
Shockley 型積層欠陥の発生起点になる可能性があることを明らかにし、６インチウエハ

の欠陥低減化および高品質化に繋がる、実現すべき表面結晶品質に関する方針を得た。 
（実施体制：新日鐵住金株式会社） 

（１）－２－１ 革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発（ガス法） 
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平成２３年度までに実施した新機構の導入に加え、 新たにるつぼ部材の高耐久化技術

を含めた装置開発を推進し、長尺・連続成長のキーとなる安定成長を実現する要素技術

を確立した。これにより、口径２インチ、厚さ１５mm の４H-SiC 単結晶の成長を実現

して中間目標を達成した。更に、高速化・高品質化の両立に関し、電中研への再委託に

より、シミュレーション解析と実験検証から、高速化と品質の相関把握を実施した結果、

０．９４mm/h（昇華法の約３～４倍）の成長速度を確認した。 
（１）－２－２ 革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発（溶液法） 

平成２３年度までに実施した集中拠点整備と要素技術検討に加え、 過飽和度と成長温

度を最適に制御する高速成長技術、および貫通転位を基底面内の欠陥に変換して成長結

晶中の転位を大幅に低減する高品質化技術、および大口径化のための炭素濃度分布のシ

ミュレーションモデルの作成を行い、要素技術を確立した。種結晶として２インチの円

盤状結晶を用い、上記要素技術を反映した最適条件で成長を行い、成長結晶厚～４mm
の４H-SiC 単結晶成長を実現した。成長速度はおよそ５００μm/h 程度で昇華法と同等も

しくはそれ以上を達成した。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 
 
（平成２５年度進捗状況） 
（１）－１－１ 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発（その１） 

導入した X 線応力測定装置を活用した成長条件検討により低応力成長を実現し、RAF
法ブロックの形成工程の繰り返し回数増加と合わせ、高品質種結晶作製技術の完成度を

向上した。この種結晶を用いたｃ面成長において、原料内温度分布適正化技術を開発し

初期成長条件を安定化することで、４９mm の長尺成長を実現した。平成２５年度に新

設した彦根出張所において、高品質６”量産技術検証を開始し、先ず、安定化のための

温度分布適正化、６インチ弱分割シードでの結晶成長を行い、所期の成長速度と結晶形

状を確認した。次に、６インチ単結晶シードを用いた成長を実施、クラックのないイン

ゴットを得ることに成功し日進分室と同等な品質を確認した。また、プロジェクト内へ

の複数個のインゴット供給を実現した（平成２５年度は日進分室から供給）。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 
 

（１）－１－２ 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発（その２） 
昇華量適正化の視点から６インチ成長条件の最適化を進めた結果、平成２５年度目標

である結晶長さ３０mm を超える４３mm の長尺成長を実現した。大型単結晶成長過程

における転位密度の変化について、透過 X 線トポグラフ像を応用した調査手法を新規に

確立し、成長方向に切り出した大型結晶試料へ本法を用いることにより、６インチ成長

において、転位密度が成長初期の６５～７０%に減少することを見出した。以上の結果

をもとに成長条件を適正化することにより、現状６インチ結晶において部分的ではある

ものの、概ね１０，０００個/cm 2レベルの結晶領域が実現されていることを確認した。 
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（実施体制：新日鐵住金株式会社） 
 

（１）－２－１ 革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発（ガス法） 
シミュレーションおよび成長炉実験で成長温度およびガス流速と結晶形状・品質の関

係を明確化し大口径で高品質を保って長尺化するための要因を明確化した結果、３イン

チで１mm/h の成長速度において５６mm の長尺成長を実現した。長尺時に顕著となっ

た口径縮小の課題は、炉内の温度分布などの工夫で回避できる見込みを得たが、今後の

最適化が必要である。また、X 線トポグラフによる欠陥評価の結果、高速成長した成長

結晶において種結晶と同等の品質が得られることを確認した。 
 

（１）－２－２ 革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発（溶液法） 
昨年度までに確立した要素技術に加え、SiCr 溶媒に Al を添加することにより成長結

晶表面のモフォロジーが改善されることを見出した。添加元素の最適化を進めた結果、

Al に加えて窒素を同時添加することにより、一層平滑な成長結晶表面が実現できること

を見出し、１回の成長で２インチ×１１mm の安定成長を実現し、最終年度での２イン

チ×２０mm 以上の結晶育成技術の確立の目処を得た。昇華法に対する優位性の検証の

ため、溶液法での成長結晶中の転位欠陥の挙動を調べ、貫通刃状転位は対消滅と曲がり

により減少することを見出した。また、上記、２インチ×１１mm 結晶では、種結晶か

ら口径が拡大している成長部には貫通転位がほとんど無いこと等を見出し、高品質化へ

の指針を得た。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 
 

（２）「大口径ＳｉＣウエハ加工技術開発」 
（平成２２年度進捗状況） 

拠点整備を行い、大口径対応の各種結晶切断装置（マルチワイヤーソー、マルチ放電

加工装置）、ウエハ研磨装置を導入した。 
研削・研磨の研究開発では、研削実験において基礎データを蓄積してＳｉＣの高速加

工に関する見通しを得た。また、放電加工のプラズマ解析・触媒エッチング法・表面研

磨層のダメージ評価法の開発において、各々基礎検討を行い、課題の抽出とその解決に

向けた対策の立案を行った。 
 

（平成２３年度進捗状況） 
口径３インチＳｉＣインゴットから切断されたウエハを元に、研削、研磨など連接す

る後工程の研磨加工実験、加工変質層の解析に着手し、ウエハ加工の能率、品質の改善

方針の検討を進めた。また、口径２〜４インチのウエハおよびインゴットを利用し、大

口径化（大面積化）対応に向け各種スケールファクターの検証実験を進めた。革新的加

工法においては、放電加工にて４００μｍ／分の高速マルチ切断を実験実証し、量産技
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術化を視野に高速切断条件における切断面の品質改善に向け調整を開始した。また触媒

基準平坦化加工法では、大口径化対応を見据え、口径４インチのウエハでスクラッチフ

リーの研磨面を実証し、従来技術であるＣＭＰ（Chemical Mechanical Polishing、以下、

「CMP」という。）仕上げ面との比較検討を進めた。 
 

（平成２４年度進捗状況） 

平成２３年度までの技術開発成果に加え、切断では、開発した高剛性マルチワイヤー

ソーを用い、線速２，０００m/min 以上の超高線速切断を実現し、３インチインゴット

で２時間１０枚の同時切断を実証した。これは従来技術のおよそ３倍速い切断速度であ

り、６インチインゴット換算で９時間に相当する。マルチワイヤー方式放電加工切断で

は、 ５０μm 極細ワイヤーによる放電加工切断を実証し、カーフロス低減に資する成果

を得た。切断～仕上げ研磨の各要素工程の最適化および連接最適化では、これまで実施

した切断から CMP までのこれまでの開発成果をもとに、３インチを使った一貫加工プ

ロセスの検証実験を実施した。その結果、切断から CMP まで約１２時間のプロセス時

間で完了できることを検証した。この成果をふまえ、６インチの一貫加工プロセス開発

において２４時間以内の目標値を達成するための方策・指針を検討し、切断面の表面粗

さおよび反り値を抑えた高速切断条件の探索、鏡面と高能率を可能とする低ダメージ研

削技術の開発、CMP の高速平坦化条件を見出すことを基本方針として決定した。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 
 

（平成２５年度進捗状況） 

SiC インゴットの切断技術開発では、マルチワイヤーソーの更なる高線速化を実現し、

６インチ SiC インゴットを約９時間（速度にして従来技術の４～５倍）で切断すること

に成功した。また、４インチインゴットの切断では、４時間の短時間切断とともに SORI
値２５μm の高精度切断も併せて達成し、高線速切断技術開発の意義を明確に示した。一

方、ダイヤを使わない新しい手法である放電加工切断法の開発では、６インチ SiC イン

ゴットのマルチワイヤー切断を世界に先駆け達成した。また、フッ素系加工液によって

加工損（カーフロス）が低減できる効果も見いだした。研磨加工技術の開発では、低コ

スト化を狙った非ダイヤモンド系砥粒の効果を実験検証した結果、B4C 砥粒が加工速度、

品質、コストの点で最も優位性があることを見出し、ダイヤ砥粒に代わる実用技術とし

ての可能性を明確に示した。また、アルミナ砥粒や酸化セリウム砥粒は電界複合研磨に

よって研磨加工の能率が増大することを新たに見いだし、SiC の援用加工の有効性を明

らかにした。研削加工の開発では、ダイヤ砥石による４インチウエハ加工で表面粗さ Ra<
１nm、厚みバラツキ TTV<２μm、加工変質層厚さ<５００nm の超高品質高精度加工

面を実現した。これは切断から１０分以内のプロセス時間で完了する高速加工と両立可

能であった。また、酸化セリウムを砥材とした新しい研削加工法の開発では４インチウ

エハ加工で TTV<２μm、Ra<０．４nm を達成し、加工面の高精度化に加えにコスト面
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も改善可能な指針を新たに見いだした。CMP 加工では加工負荷に着眼し、潜傷発生や加

工歪を極小化する加工条件の確立に成功した。触媒基準エッチング法（CARE）の開発

では、６インチウエハの平坦化加工実験を実施したところ、４インチ加工と同等の加工

速度が得られることがわかり、加工速度がウェハサイズに依らない加工法であることを

示した。これら各種要素加工技術の開発成果を統合し、６インチ SiC の一貫加工工程の

実験検証に着手した。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 
 

（３）「ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術（大口径対応技術／高速・厚膜成長技術）」 
（平成２２年度進捗状況） 
（３）－１ 大口径対応技術 

大口径ウエハ処理実験に向け、３ｘ６インチＣＶＤ装置を導入した。また、課題抽出

のためシミュレーションを立ち上げ、既存装置の膜厚分布を再現できることを確認した。

Ｓｉ面微傾斜エピ成長において従来の２インチの成果を３インチに拡大した実験を行い、

ステップバンチングを抑制したエピ表面が３インチ全面で得られた。 
（３）－２ 高速・厚膜成長技術 

高速成長時の膜質の劣化要因を特定し、解決の手がかりを得た。さらに、厚膜成長に

おいても、高速成膜による膜質の劣化が見られない条件を見出した。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 

 
（平成２３年度進捗状況） 
（３）－１ 大口径対応技術 

３ｘ６インチＣＶＤ装置を用いて、６インチ化に向けた各オフ角・面極性における成

長条件の検討を行った。４°オフＳｉ面については３インチウエハ２枚によるみなし６

インチでの均一性の検討、並びに、水素エッチング条件とエピ欠陥増減の傾向把握を実

施した。その結果、水素エッチング条件としては低温・短時間の水素エッチングが有効

であることが分かった。一方でバルク基板表面において研磨傷として表面に現れない研

磨ダメージや洗浄状態がエピ欠陥の増減に大きく影響していることを見出した。みなし

６インチでの成長実験では、膜厚均一性：σ＝２．１％、濃度均一性：σ＝１７．２％、

エピ欠陥密度：１．４個／ｃｍ２を得た。４°オフＣ面については、６インチ化にむけた

課題導出のための３インチウエハでの成長条件の検討を行い、残留不純物濃度＜１Ｅ１

５ｃｍ３、成長速度：１０μｍ／ｈ、膜厚均一性：σ＝３％、濃度均一性：σ＝７％を達

成、みなし６インチでの成長実験実施に必要な基本成長条件を確立した。２°以下の低

オフ角ウエハについては、３ｘ６インチＣＶＤ装置を用いた実験を開始、３インチ微傾

斜Ｓｉ面基板において、水素エッチング条件および成長条件の検討を行い、３インチウ

エハ全面でステップバンチング及び異常成長を抑制できる条件を導出した。 
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（３）－２ 高速・厚膜成長技術 
ハライド法およびガスフロー制御法によって高品質化と高速成長の両立を検討した。

ハライド法では、塩化水素添加により、４°オフ基板上で成長速度１００μｍ／ｈ以上

の高速成長を達成し、かつ重金属などの不純物が取り込まれていないことを確認した。

ガスフロー制御法については、３インチウエハ内での面内均一性の改善を検討し、膜厚

について面内分布±２％以内を実現した。４インチウエハでの高速・厚膜成長技術の実

証に向けて炉の構成を検討し、ガスフロー制御法方式の構造をベースに、塩素系ガスの

活用もできる構成で仕様を確定した。 
炉内クリーニングに関しては、三フッ化塩素ガスに対してＴａＣコーティングは耐性

が不十分であることが明確化された。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 

 
（平成２４年度進捗状況） 
（３）－１ 大口径対応技術 

高品質６インチエピタキシャルウエハの早期実現を目指し、成長技術の高度化を行っ

た。 ４°オフＳｉ面については、昨年までの成果に加え、成長条件とエピ欠陥との関係

を詳細に検討し、低 C/Si 比で成長させることがエピ欠陥の低減に有効であることを見出

した。 それを反映させたみなし６インチ成長実験で、膜厚均一性：σ＝±０．８５%、

濃度均一性：σ＝±７．６%、エピ欠陥密度：１．２個/cm2を達成した。 ４°オフ C 面

については、昨年度の３インチウエハでの成長条件の検討結果を基に、みなし６インチ

での成長条件の検討を行い、膜厚均一性：σ＝±０．９%、濃度均一性：σ＝±１９．

２%を達成するとともに、成長速度の高速化を検討し、５０μm/h の高レートで全面鏡面

を実現した。課題であった低濃度側における残留 N２の低減に関しては、部材からのメ

モリー効果を排除した結果、N２流量ゼロ時のキャリア濃度１０１４ cm -３と問題のない

レベルを実現した。更に、実際の６インチウエハを用いた検証を前倒しで行い、均一性

の目標値を達成するとともに、みなし６インチでは分からなかった課題として、反りが

著しく増大することを明らかにした。 
２°以下の低オフ角ウエハについては、三角欠陥発生と多形混入に対し、高温かつ低

C/Si 比の成長条件により抑制できることを明らかにし、平坦かつ単一多形の実現に成功

した。 
（３）－２ 高速・厚膜成長技術 

４インチウエハでの高速・厚膜成長技術の実証に向けて仕様を確定し発注した実証炉

の導入を進めると共に、並行して２手法（ガスフロー制御法、ハライド法）による高速

厚膜成長の詳細検討を実施した。ガスフロー制御法については、３インチウエハ上に成

長速度１００ µm/h 以上で形成した膜厚５０ µm 以上の厚膜において、残留キャリア濃

度３×１０１４/cm３以下を達成した。欠陥密度に対しては、クリーニング法の改良により、

３．４ cm-2を実現し、中間目標を達成した。ハライド法については、結晶欠陥の精密評
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価を推し進めた結果、ハライド法が転位・積層欠陥密度、ライフタイム、ダイオードリ

ーク等の膜質において通常エピ膜と比べて大きく劣ることはなく、成長速度を１０～２

０倍に増加できることを明らかにした。４インチ実証炉については、導入立ち上げを完

了すると共に、膜厚と濃度の均一性両立を検討するためのシミュレーション技術の立ち

上げを完了した。  
また、大口径対応技術および高速・厚膜成長技術に共通したＳｉＣエピタキシャルウ

エハ評価技術、並びに MOS 構造との関連評価技術の開発を行い、コンフォーカル微分

干渉光学系を用いたウエハ表面検査手法を中心とした「SiC ウエハ統合評価プラットフ

ォーム」の構築を完了した。これを活用した各種評価データの取得/蓄積/共有化を推進し、

ウエハ欠陥と電気特性の紐付けの手法を確立した。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 

 
（平成２５年度進捗状況） 
（３）－１ 大口径対応技術 

４°オフ６インチエピウエハの開発では、６インチウエハを使用たエピタキシャル成

長を行い、３インチウエハ２枚を用いた見做し６インチの結果と均一性において相違の

ないことを面極性によらず確認した。その上で、ウエハの設置位置、成長条件の最適化

により、膜厚並びに濃度均一性において平成２５年度の目標を達成した。エピ欠陥密度

においては Candela による評価において平成２５年度の目標を達成した。また、６イン

チウエハでの課題の一つであるエピ成長後のウエハのそり量増加については基板裏面の

仕上げの状態に起因していることが明らかになった。 
２°オフのエピタキシャル成長では、ステップバンチングの発生におけるオフ方向の

影響は無いことがわかった。一方、見做し６インチの成長ではステップバンチングは残

るものの成長条件の最適化から膜厚均一性σ＝１．６%、濃度均一性σ＝６．９%、三角

欠陥密度０．５個/cm2と６インチ化に資する結果が得られた。 
１°以下の微傾斜エピタキシャル成長では、平成２５年度の目標を達成するとともに、

エピ膜中の欠陥低減において４インチウエハ内で基底面転位が１８個と世界最小の数値

を達成した。加えて、成長前の水素エッチングを強化することにより、３C に起因する

三角欠陥並びに in-grown 積層欠陥を４インチウエハ内で０．２個/cm2まで低減した。 
（３）－２ 高速・厚膜成長技術 

平成２５年度は、４インチウエハでの高速・厚膜成長技術の実証のために昨年度末に

導入した成長装置（４インチ実証炉）を本格稼働させ、３インチウエハ（８°オフ）を

用いて基本的な成長プロセス条件を検討した。水素流量、成長温度、C/Si 比を最適化し

て成長速度１００µm/h 以上でウエハ全面が鏡面（RMS 値０．１nm）となる条件を見出

した。次に、この条件で形成した膜厚１５～５０µm のエピ膜の膜質評価を行い、①装

置内部部材からの金属不純物の混入は認められないこと、②エピ欠陥密度は２個/cm2 未

満に抑えられていること、③顕著なポリタイプや積層欠陥の発生は見られないこと、④
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深い準位（Z1/2）密度は１０12 cm-3のレベルで十分小さいこと、⑤ショットキー接合の逆

バイアス印加時の漏れ電流の値も１０-7 A/cm2以下（６００V 印加時）と十分小さいこと

などを確認した。一方、界面転位密度が大きいといった欠点があることも見出した。こ

れらの結果は、４インチ実証炉によるエピ膜の品質は、まだ改善の余地はあるものの、

比較的良好であることを示している。更に、残留キャリア濃度はウエハ全面にわたって

１×１０14 cm-3以下となることを確認し、目標を達成した。面内均一性については現時

点で、３インチウエハ中の膜厚均一性２．２%（σ/m 値）、ドナー濃度均一性２０%（同）

まで到達した。 
また、大口径対応技術および高速・厚膜成長技術に共通したＳｉＣエピタキシャルウ

エハ評価技術、並びに MOS 構造との関連評価技術の開発を行い、ウエハ表面平坦性と

酸化膜絶縁破壊寿命（Qbd）との相関を統計的に解析し、定量的な平坦性指標（Haze 値）

を導入・定式化して、プロセス以前に低寿命品を予め選別できることを明らかにした。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 

 
（４）「ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術」 
 （平成２２年度進捗状況） 
（４）－１ 新規耐圧構造デバイス技術 

プレーナ型ＭＯＳＦＥＴの最適化による目標達成の条件を明らかにした。そのために

必要なＣ面低濃度エピタキシャル成長技術の成長条件を検討した。 
トレンチＭＯＳＦＥＴでは、ダブルトレンチ構造の最適化設計とトレンチ形成要素技

術の検討の結果、耐圧１，２００Ｖで特性オン抵抗１．５ｍΩ•ｃｍ２が達成可能である

事が明らかになり、またオン抵抗低減と酸化膜中の電界強度低減に不可欠な微細トレン

チ構造の形成に成功した。ＳＪ構造により３．３ｋＶを超える耐圧実現の道筋を得た。

トレンチ埋込法を検討し、条件最適化によって深さ５μｍのトレンチ埋込エピタキシャ

ル成長に成功した。 
（４）－２ 高耐圧大容量デバイス／変換器技術 

耐圧終端構造の設計を行い、３．３ｋＶの耐圧を確保できる耐圧終端構造を得た。ま

た、高耐圧大容量化に対する課題抽出にむけ、高耐圧デバイスの評価装置の構築を開始

した。 
 （平成２３年度進捗状況） 
（４）－１ 新規耐圧構造デバイス技術 

プレーナＭＯＳ構造では、耐圧構造ＴＥＧ試作（ＰＮダイオード）を行い、目標の３．

３ ｋＶを超える耐圧が得られ、デバイスシミュレーション（平成２２年度実施）によ

る素子設計の妥当性が確認できた。更に、同耐圧構造を備えたプレーナ型ＭＯＳＦＥＴ

の第１次試作を行った。 
トレンチＭＯＳ構造では、熱酸化膜から堆積酸化膜まで高信頼性と高チャネル移動度

を両立させるトレンチゲート酸化膜を検討し、堆積酸化膜／再酸化によるゲート酸化膜
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形成法の可能性を見出した。また、３．３ｋＶ耐圧を実現するためのトレンチＭＯＳ構

造をシミュレーションにより検討し、酸化膜中の電界強度を３ＭＶ／ｃｍ以下に抑えつ

つ、低オン抵抗を実現できる可能性を見出した。更に、６６０Ｖ－１，２００Ｖ耐圧の

トレンチ型ＭＯＳＦＥＴの第１次試作を行った。 
ＳＪ構造では、深さ７．３μｍのトレンチ埋込みに成功し、更に深さ１０μｍ以上の

トレンチ埋込についてもその可能性を見出した。また、ＳｉＣウエハを用いた裏面アラ

インメント露光の検証を行い、ウエハ裏面マークを用いた合わせ露光が問題なく出来る

ことを実証した。更に、３Ｄデバイスシミュレーションを用いて、２ゾーンＪＴＥ構造

により３．３ｋＶ耐圧が実現できることを示した。 
（４）－２ 高耐圧大容量デバイス／変換器技術 

高耐圧ＭＯＳＦＥＴに関しては小容量デバイスの試作を行った。試作品のアバランシ

ェ電圧は４ｋＶ程度あり、電力変換器への適用に対して十分な耐圧特性を実現した。 
 

（平成２４年度進捗状況） 

（４）－１ 新規耐圧構造デバイス技術 
プレーナＭＯＳ構造では、昨年度までの検討結果を反映して、チャネル移動度の高い

C 面を使いかつ JFET 抵抗を低減する JFET 抵抗低減構造を採用した構造 MOSFET の

試作評価を実施した。基板濃度、耐圧終端構造、JFET 幅等を振った TEG を詳細に評価

解析した結果、 JFET 抵抗低減構造の効果を確認すると共に、耐圧 ３，０００～４，

０００V を確認し、中間目標を達成した。トレンチ MOS 構造では、高信頼性と高チャ

ネル移動度を両立させるトレンチゲート酸化膜形成方法の詳細な検討を行い、トレンチ

エッチング後高温アニール処理による破壊時間改善効果、窒化処理による移動度向上と

トレンチ方向およびオフ角依存性抑制効果を明らかにし、要素技術を開発た。ＳＪ構造

では、  SJ 構造形成技術等の要素技術の試作検証を進めるとともに、トレンチ型

MOSFET と SJ 構造とを組み合わせることで、トレンチ MOSFET を超える超低オン抵

抗が実現できる可能性をシミュレーションにより提示した。 
（４）－２ 高耐圧大容量デバイス／変換器技術 

平成２４年度の目標である耐圧３kV 以上かつ MV 級電力変換器に搭載できる大容量

の SiC-MOSFET 実現にむけて、大面積 SiC-MOSFET の試作を行った。 
チップのダイサイズは８．７×８．９mm であり IV 特性から室温での１００A/cm２

時のオン抵抗値（Ron）は２０mΩcm２である。耐圧は３．８kV 以上を実現しており３．

３kVMOSFET として必要とされる性能は実現した。 
また、ハーフブリッジ回路を用いたスイッチング試験を行ない、ON／OFF 時に正常

にスイッチング動作していることを確認した。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 
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（平成２５年度進捗状況） 

（４）－１ 新規耐圧構造デバイス技術 
プレーナ MOS 構造に比べて、更なる低オン抵抗化が期待できるが、未だ世の中で実

現されていない３kV 帯のトレンチ MOSFET の実現に向けて、要素技術開発とトータル

デバイス試作を推進した。要素技術では、高信頼性と高移動度を両立するトレンチゲー

ト酸化膜形成方法として NH3＋NO 雰囲気での POA（Post Oxidation Anneling）によ

り、界面を終端した N 原子を残したまま酸化膜質を改善する技術を開発し、移動度を向

上するとともに移動度の面方位依存性をなくして安定化することを実現した。また、ト

レンチ＋deepP+領域形成でゲート端部の電界集中を緩和するデバイス構造を開発し、上

記トレンチおよびゲート酸化膜形成技術を組み合わせたトレンチ MOSFET を試作し、

耐圧３．３ｋV で Ron＝１５mΩcm2 を達成する見通しを得た。さらに、多段エピスー

パージャンクション構造でダイオードを試作し高耐圧領域の抵抗低減に対する圧倒的な

優位性を実証した。 
（４）－２ 高耐圧大容量デバイス／変換器技術 

基礎評価モジュールを用いた試験を行い、スイッチング速度、サージ電圧、寄生イン

ダクタンス、遮断耐量等を評価して課題を抽出した。この結果に基づき、遮断時の発振

を抑性するダンピング抵抗の導入、素子間分流アンバランスの抑制、制御系ノイズへの

対応を検討し、最終目標に向けて電力変換器の設計を行った。一方、この電力変換器の

使用に合せて開発を進めてきた SiC-MOSFET について、１００A/cm2 を実証するとと

もに、終端構造の見直しを行い実用性を向上させた。特に、３kV 帯用途では、MOSFET
のボディーダイオードへの通流が避けられないことから、エピの高品質化とスクリーニ

ングによりボディーダイオードの特性劣化を抑性する技術を開発し、高温逆バイアス、

低温バイアス、高温ゲートバイアス等の試験を行い信頼性を検証した。以上の開発技術

を搭載して、フル SiC パワーモジュール適用鉄道車両用インバータ装置の評価を行った。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 

 
（６）「大口径ＳｉＣウエハ加工要素プロセス検証」 
（平成２２年度進捗状況） 

加工要素プロセス検証に向けた準備として実施体制を構築した。 
（平成２３年度進捗状況） 

拠点整備を進め、大口径対応のダイヤラッピング装置、ウエハ表面ダメージ評価装置

などを導入した。ウエハ切断技術に関して、最大ワイヤー速度：４，０００ｍ／ｍｉｎ、

最大張力：７０Ｎのスペックを有するマルチワイヤーソーにて高速切断を実証した。研

削加工では＃２００００砥石を使って高能率鏡面加工を実現した。切断、研削、研磨の

各種要素プロセスで発生する加工変質層をステップポリッシュ法で解析し、加工速度や

表面粗さとの相関性を見出した。また、ＣＭＰによる仕上げ加工面の高度な評価を研究

開発項目①（５）と連携して実施し、潜傷など現状の仕上げ面の問題抽出をするととも
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に、加工面の解析法や加工法の改善方針を見出した。 
（平成２３年度で終了） 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 
 

（７）「ＳｉＣ高耐圧大容量パワーモジュール検証」 
（平成２２年度進捗状況） 

高耐圧大容量パワーモジュール検証に向けた準備として実施体制を構築した。 
 

（平成２３年度進捗状況） 
３．３ｋＶ耐圧、７５Ａの大容量のショットキーバリアダイオードを開発し、Ｓｉ絶

縁ゲートバイポーラトランジスタと組み合わせ１，０００Ａ級のハイブリッド型の大容

量パワーモジュールを作製した。また、パワーモジュールの１，０００Ａを超える通電

試験及びスイッチング試験を実施し安定動作を検証した。 
（平成２３年度で終了） 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 
 

（９）高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発 
（平成２４年度進捗状況） 

ＳｉＣパワー半導体デバイスの特長である高温動作性を、パワーモジュールとしてよ

り向上させるための高耐熱部品開発、およびそれらを統合する高信頼接合技術開発のた

めの一体的な研究体制を構築し、高耐熱スナバコンデンサ、高耐熱スナバ抵抗、高性能

メタライズ放熱基板、高性能配線基板の開発を開始した。また、それらを電力変換器モ

ジュールとして統合／評価するための方策／設備等の環境整備を進めた。部品の高耐熱

化のための開発に関しては、１次試作部品の目標特性を概ね達成した。これと並行し、

１次試作モジュールのレイアウト設計を行い、既存の材料及び技術を用いた零次モジュ

ール部品を試作し、実装基盤技術開発のために供給した。試作するモジュールにおける

各部品の配置やそれぞれに使用する接合材料の種類について、モジュール組立の工程順

序や組立に用いる装置の性能等を踏まえた検討を進め、作業工程案としてまとめた。 
（実施体制：ファインセラミックス技術研究組合、技術研究組合次世代パワーエレクトロ

ニクス研究開発機構） 

 

（平成２５年度進捗状況） 
高耐熱部品開発においては、部品試作及び評価のための機械装置類の導入を進めると

ともに、目標達成に向けた開発を実施し、部品単体の性能に関しては平成２５年度下期

の技術目標を概ね達成した。また、前年度に開発した要素技術と零次モジュール部品実

装評価情報に基づき１次モジュール部品を作製し平成２５年度上期に実装基盤技術を担

当するグループに供給した。さらに、平成２５年度上期に開発した要素技術と１次モジ
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ュール部品実装評価情報に基づき改良を施した１次モジュール部品、及び２次モジュー

ル部品を作製し、担当グループに供給した。さらに、高耐熱部品の国際標準化等に関す

る調査研究では、部品・部材の標準化アイテムの調査、国際標準化戦略の検討を行い、

薄膜基板の破壊靭性試験法のプレラウンドロビン試験を行った。 
実装基盤技術開発では、高耐熱部品開発側からの提供部品を利用した各種評価試験結

果に基づいた接合技術および組立工程を検討するとともに、部品開発側と知見を共有し

た。 
（実施体制：ファインセラミックス技術研究組合、技術研究組合次世代パワーエレクト

ロニクス研究開発機構） 
 
研究開発項目② 次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） 

本プロジェクトは、平成２３年１１月２３日付にて独立行政法人産業技術総合研究所 

先進パワーエレクトロニクス研究センター長 奥村 元氏をプロジェクトリーダー、独立

行政法人産業技術総合研究所 先進パワーエレクトロニクス研究センター 清水 肇氏を

サブプロジェクトリーダーに委嘱し、以下の研究開発を実施した。 
 

（１） ＳｉＣ パワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 
（平成２１年度進捗状況） 
（１）－１ ＳｉＣ接合ＦＥＴおよびショットキーダイオードの開発 
（（１）－１－１ ６００Ｖ／２０Ａ接合ＦＥＴの開発、及び 
（１）－１－２ ６００Ｖ／２０Ａショットキーダイオード） 

耐圧６００Ｖ・電流１０Ａチップ２素子の並列にて２０Ａとした接合ＦＥＴとショッ

トキーダイオード、および単一チップで耐圧６００Ｖ・２０Ａとした接合ＦＥＴとショ

ットキーダイオードを開発した。前者の２素子並列素子において、接合ＦＥＴのオン抵

抗率が３．５ｍΩ・ｃｍ２以下であることを実証し、またショットキーダイオードは後者

の単一チップで２０Ａ・オン電圧２．０Ｖ以下を達成した。また、層間絶縁膜に適用す

る酸化装置を導入し、立上げた。 
接合ＦＥＴの大電流化のためチップ面積を大きくするとゲート抵抗が大きくなる問題

に注目して、その影響を検討した。デバイス内部のゲート電圧は、ゲート抵抗とゲート

電流の積で決まる電圧分、外部からゲート電圧として印加された値より低下する。今回

の試作により、大容量化すると、入力ゲート電圧と内部ゲート電圧の差が顕著となるこ

とが明らかとなった。またその結果、オン電流が低下することをシミュレーションにて

確認した。 
（１）－２ サーバ用回路・電源システム技術の開発 
（１）－２－１ 高速駆動回路技術開発 

耐圧６００Ｖ・電流１０Ａ用接合ＦＥＴを７個並列接続した基板と、ターンオン時間

１００ｎｓ以下、ターンオフ時間１００ｎｓ以下を実現する高速スイッチングゲート駆
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動回路とを用いて、最大１００Ａにて、ターンオンは８６ｎｓ、ターンオフは５１ｎｓ

と、目標を凌駕する動作を実証した。 
（１）－２－２ サーバ電源システムの開発 

ＳｉＣ－接合ＦＥＴは閾値電圧が低いことから、ｄｖ／ｄｔにより誤動作が発生しや

すいことが想像される。そこで、誤オン、誤オフの要因を洗い出し、対策方針を立てた。 
サーバ用電源の効率評価に向けては、電源回路を評価するための測定装置一式と電源、

負荷装置を購入した。平成２１年度は負荷にインダクタンスを用いた評価装置の立上げ

が完了した。 
 

（平成２２年度進捗状況） 
（１）－１ ＳｉＣ接合ＦＥＴおよびショットキーダイオードの開発 
（（１）－１－１ ６００Ｖ／２０Ａ接合ＦＥＴの開発、及び 
（１）－１－２ ６００Ｖ／４０Ａショットキーダイオード） 

耐圧６００Ｖ・電流２０Ａの接合ＦＥＴとショットキーダイオード、および耐圧６０

０Ｖ・４０Ａのショットキーダイオードを開発した。電流２０Ａの接合ＦＥＴにおいて、

接合ＦＥＴのオン抵抗率が２．５ｍΩ・ｃｍ２であることを実証し、またショットキーダ

イオードは４０Ａ・オン電圧２．０Ｖ以下を達成した。具体的な開発内容は以下の通り。 
平成２１年度の開発で明らかとなった接合ＦＥＴのゲート電圧低下の対策として、新

たなゲートの配線レイアウトを考案し、電圧低下を１０Ａの接合ＦＥＴと同程度にまで

改善した。また、平成２１年度に立ちあげた酸化装置で層間絶縁膜を形成することによ

り、ゲート・ソース間のｐｎ接合に流れる順方向のゲート・ソース間電圧２．５Ｖにお

けるリーク電流を、約１桁低減した。また、ノーマリオフ動作に際して接合ＦＥＴで問

題となっている低閾値電圧を改善するため、ゲートへのＳｉダイオード接続により、閾

値電圧を３．５Ｖに調整可能であることを実証した。 
さらに、信頼性の一次評価として、試作した接合ＦＥＴやダイオードのブロッキング

試験や通電試験を行い、問題がないことを確認した。なお、ショットキーダイオードは、

最終目標である６００Ｖ／４０Ａを前倒し達成したため平成２２年度で終了とした。 
（１）－２ サーバ用回路・電源システム技術の開発 
（１）－２－１ 高速駆動回路技術開発 

平成２１年度に開発したソース端子分割方式に加え、ゲート端子に電荷引き抜き高速

化用スピードアップコンデンサを組み合わせた高速スイッチングゲート駆動回路を用い、

６００Ｖ／４０Ａ接合ＦＥＴ素子のスイッチング速度を検証した。ターンオン時間、タ

ーンオフ時間それぞれ１００ｎｓ以下の目標に対し、通流電流４０Ａでターンオン時間

５５ｎｓ、ターンオフ５５ｎｓの高速動作を実証した。 
（１）－２－２ サーバ電源システムの開発 

平成２１年度に導入した電源の効率評価装置を活用し、サーバ用電源として多く用い

られている７５０Ｗ電源の効率評価を実施し、効率評価環境を立ち上げた。 
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（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 
 
（平成２３年度進捗状況） 
（１）－１ ＳｉＣ接合ＦＥＴおよびショットキーダイオードの開発 
（（１）－１－１ ６００Ｖ／４０Ａ接合ＦＥＴの開発） 

耐圧６００Ｖ・電流４０Ａの接合ＦＥＴを開発した。電流４０Ａの接合ＦＥＴにおい

て、接合ＦＥＴのオン抵抗率が２．１ｍΩ・ｃｍ２であることを実証し、最終目標のオン

抵抗率である２．５ｍΩ・ｃｍ２を達成した。具体的な開発内容は以下の通り。 
平成２２年度に開発した電流２０Ａの接合ＦＥＴのオン抵抗率、２．５ｍΩ・ｃｍ２

を電流４０Ａの接合ＦＥＴでも実現するために、ゲートを形成するためのイオン注入条

件を見直し、ゲート不純物プロファイルをさらに急峻化した。これにより、オン時の実

効チャネル幅が増加し、電流４０Ａの接合ＦＥＴで、オン抵抗率を２．１ｍΩ・ｃｍ２

まで低減出来た。 
また、信頼性評価として、試作した接合ＦＥＴの短絡耐量試験やダイオードの順方向

通電試験を行い、前年度実施のブロッキング試験や通電試験と合わせて、ＳｉＣパワー

デバイスに対するＳｉパワーデバイスで一般的に行われている信頼性試験を完了し、Ｓ

ｉ同等の信頼性を実証した。 
（１）－２ サーバ用回路・電源システム技術の開発 
（１）－２－１ 回路の部分試作 

ＰＦＣ回路、ＤＣ／ＤＣコンバータ回路をそれぞれ部分試作し、１００％までの全負

荷率における動作を確認した。さらに、ゲート駆動回路の最適化によって、ＰＦＣ回路

で５．５Ｗ（ＰＦＣ回路の効率９７．３％に相当）、ＤＣ／ＤＣコンバータ回路で５．２

Ｗ（ＤＣ／ＤＣコンバータ回路の効率９５．１％に相当）、それぞれ損失を低減した。具

体的な実施内容は下記の通り。 
ＰＦＣ回路では、ターンオン時の損失を低減するために、ゼロボルトスイッチング技

術を適用した。また、ターンオフ高速化には、これまで検討してきた 高速駆動回路を適

用した。ＤＣ/ＤＣ回路では、高速駆動回路に加え、デッドタイム確保回路を新たに適用

することにより、閾値の低い接合ＦＥＴを用いた場合にもデッドタイムを確保して、損

失低減を実現した。 
（１）－２－２ 電源効率検証 

上記の部分試作による回路検討を基に、製品同等仕様のプリント基板を新たに作製し、

これを組み込んだ電力容量２ｋＷの電源実験回路を試作した。さらに、平成２１年度に

導入した電源の効率評価装置を用いて効率を評価した。その結果は約９３％（５０％負

荷時）であり、平成２３年度の目標である９３％を達成した。 
（実施体制：株式会社日立製作所） 
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（平成２４年度進捗状況） 
（１）ＳｉＣ パワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発 

ＰＦＣ回路、ＤＣ/ＤＣコンバータ回路それぞれのゲート駆動回路を用いて、２ｋＷ級

のサーバ電源を試作した。ＳｉＣ接合ＦＥＴ、ショットキーダイオードの適用に加え、

周辺回路における損失低減の対策を実施することにより、目標である５０％負荷での電

力変換効率９４％を実証した。具体的な実施内容は下記の通り。 
ＰＦＣ回路では、高速駆動回路によりターンオン、ターンオフ損失の低減が可能とな

り、当初適用していたゼロボルトスイッチング回路を取り除くことで更なる損失低減を

実現した。ＤＣ/ＤＣ回路では、高速駆動回路とデッドタイム確保回路による損失低減等

により損失低減を実現した。 
（実施体制：株式会社日立製作所） 
（平成２４年度で終了） 

 
（２） ＳｉＣ パワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術開発 
（平成２１年度進捗状況） 

デバイス開発においては、イオン注入機のステージなどの設備を導入する等、３イン

チＳｉＣウエハを用いたプロセスを構築した。また、大電流デバイスのオンウエハ評価、

連続通電評価などのデバイス評価が可能な設備を導入し、評価環境の整備を行なった。

また、３Ｄシミュレーションソフトウエアを導入し、ＳｉＣパワーデバイスのデバイス

設計高度化の準備を行なった。 
回路・システム開発においては、期初目標に掲げた低インダクタンス構造と高速ゲー

ト駆動回路を用いてＳｉＣ素子を用いたモジュールを試作してスイッチング動作試験を

実施し、基礎特性データを取得した。また、取得したデータを用いて複数の主回路方式

を比較検討した結果、２レベル主回路構造の太陽光発電用パワーコンディショナで目標

達成の見通しを得た。また、デッドタイム１μｓｅｃ以下のスイッチングが可能なゲー

ト駆動回路を用いて、キャリア周波数５０ｋＨｚでのインバータ動作を確認した。 
 

（平成２２年度進捗状況） 
デバイス開発においては、ＭＯＳＦＥＴの低オン抵抗化に向けた開発を実施した。具

体的には、ＭＯＳ界面特性の向上のためゲート酸化膜形成時の窒化プロセスの高度化及

び３Ｄシミュレーションの活用によるデバイス構造の最適化を行い、低オン抵抗化を検

証するためのＴＥＧ評価を行った。 
回路・システム開発においては、フィルタの最適設計手法開発として、各種のコア材、

巻き線形状でのフィルタの損失特性、周波数特性の精密評価を実施し、平成２２年度試

作評価予定のミニモデル向けフィルタを試作した。平成２１年度に実施した主回路方式

による損失推定に、前記評価検討において得られたフィルタの損失データを適用し、変

換器とフィルタを含めた総合損失推定の精度を向上させた。 
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また、太陽光発電用パワーコンディショナの高効率を実現する主回路方式の最適化設

計を行い、数ｋＷ級の太陽光発電用パワーコンディショナのミニモデルを設計試作し静

特性および動特性を評価した。 
以上の結果より３０ｋＷ級の太陽光発電用パワーコンディショナのプロトタイプの定

格運転時の効率が９８％以上となる見通しを得た。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 
 

（平成２３年度進捗状況） 
デバイス開発においては、平成２２年度に開発したＭＯＳＦＥＴの低抵抗化技術を元

に３０ｋＷ級パワコンに必要とされる耐圧１，２００Ｖ、定格電流７５Ａ、オン抵抗５

ｍΩｃｍ２のＭＯＳＦＥＴを実現した。 
回路・システム開発においては、太陽光発電用パワーコンディショナの高効率を実現

する主回路方式の最適化設計を行い、３０ｋＷ級の太陽光発電用パワーコンディショナ

のプロトタイプ１相分を試作した。試作機の静特性及び動特性より効率の推定を行い、

３０ｋＷ級の太陽光発電用パワーコンディショナのプロトタイプの定格運転時の効率が

９８％以上となる見通しを得た。 
（実施体制：三菱電機株式会社） 
 

（平成２４年度進捗状況） 
三相交流を対象に３レベル制御を行う３０ｋＷ級太陽光発電用パワーコンディショナ

のプロトタイプを試作し、目標である定格出力時でのシステム効率９８％以上を実証し

た。 
（実施体制：三菱電機株式会社） 
（平成２４年度で終了） 
 

（３） 次世代ＳｉＣ 電力変換器基盤技術開発 
（平成２１年度進捗状況） 

デバイス開発においては、新規犠牲酸化炉導入等の素子化プロセス設備整備を行った。

ＵＭＯＳ構造におけるチャネル移動度と閾値電圧の角度依存性を調べて最適角度を検討

し、実際にデバイス構造を試作して順方向特性を測定した。高温での破壊耐量測定等の

評価環境を整えると共に、アンモニア熱処理でゲート酸化膜の界面準位密度が低減する

ことを明らかにした。 
ウエハ評価研究においては、大口径化に向けての一課題であるウエハの歪みと、切断

時の反りなどの関係を検討した。また、転位密度計測法の開発では、光学顕微鏡を用い

てエッチピットの自動分類・計数を行うソフトウエアのアルファ版を開発した。また、

エピ膜表面で特に問題となる三角欠陥について、より正確な構造評価と、より詳細な分

類を行い、発生原因を考察した。さらに、ＳｉＣウエハに意図的に金属などをイオン注
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入・アニールして分析をおこない、個々の不純物元素の効果を検出した。 
高温実装技術開発においては、高温課通電試験・高温ダイシェアテスト等の装置準備、

実装シミュレーション環境整備、各種部材の物性値の温度特性調査、電極接合の評価・

検討を行い、ＡｕＧｅ高温ハンダの高温強度評価などの開発を進めた。また、ＴａＮ膜

によるＡｌ電極のエレクトロマイグレーション耐性の向上技術、配線基板の表面処理に

より３３０℃保持条件下での接合強度低下を抑制する技術等を開発した。一方、高温用

高密度電力変換器技術においては、高温での素子の動作特性評価、直流リンクコンデン

サの削減、素子温度と出力パワー密度の関係等を回路・制御の両面から検討を進め、１

０ｋＷ試作器の設計（設計値：素子温度約２００℃、出力パワー密度約２０Ｗ／ｃｍ３）

に反映するとともに、統合設計技術への高温動作条件の導入を開始した。 
 

（平成２２年度進捗状況） 
２００～２５０℃の素子温度を想定した高温実装技術開発においては、ＡｕＧｅ高温

ハンダによる電極接合の高温環境下における信頼性の評価を進め、電極接合の劣化機構

を明らかにし、その抑制に大きな効果を持つプロセスを開発した。並行して、高温実装

のシミュレーション技術の開発を進め、ハンダ領域の熱応力分布を分析した。 
高温高出力パワー密度電力変換器の設計・製作技術開発においては、ＳｉＣ素子の高

速スイッチング動作における課題である過渡的な高電圧スパイク発生のメカニズムを解

明し、その解析モデルを提案した。 
定格４００Ｖ／出力１０ｋＷオールＳｉＣ空冷３相インバータ（１次試作）を製作し、

連続出力試験において、Ｔｊ＝２００℃、パワー密度２０ｋＷ／Ｌ（世界最高）を達成

した。使用したＳｉＣパワー素子はＪＦＥＴとＪＢＳ（ＳＢＤ）である。本試作に向け

ては以下の高温実装、熱設計、駆動回路における要素技術を開発して適用した。高温実

装においては３００℃で３，０００時間の寿命を有し、－４０℃⇔３００℃冷熱サイク

ル試験において１，５００サイクル超の寿命を有する高温高信頼ＡｕＧｅダイ接合技術

を確立した。また、パワーデバイスの温度特性に依存して冷却フィンのサイズが最小に

できる事実を見出し、それを利用した最適設計法を樹立した。さらに、高温で高い熱伝

導と機械的強度を両立できるセラミック基板－冷却フィン直結型モジュールを提案し、

同構造を実現するための独自なアセンブリプロセスを開発した。また、駆動技術におい

ては、ＳｉＣデバイスの高速スイッチング性を最大限に発揮できる新たな高速ゲート駆

動回路を開発した。直列接続したデバイスの誤点弧というＳｉＣ固有の大きな課題を解

決する新技術を開発した。 
上記インバータ１次試作から得た知見を踏まえ、更なる高パワー密度を目指したイン

バータ２次試作を企画し、設計を完了し一部の試作を進めた。 
 

（平成２３年度進捗状況） 
電力変換器モジュールの高温実装技術開発においては、ＳｉＣチップに対する高信頼
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な電極接合を実現する拡散バリアについて３３０℃１，０００時間までの接合信頼性を

確認した。 
電力変換器モジュールの設計技術開発においては、実装基板の高信頼化のため、既存

シミュレーターによる熱・構造解析結果の妥当性の検証を目的に、熱変形観察により実

データを設計にフィードバックする手法を確立した。また、電力変換器の高速動作にお

いて素子の破壊につながるターンオフ時の過渡的なサージ電圧の原因追及と対策を目的

に、シミュレーションモデルを開発した。 
電力変換器の高パワー密度検証においては、オールＳｉＣインバータ（モデル名『Ｍ

ＡＩＮＡ』）を開発して、本年度のマイルストーンである「２００℃以上の接合部温度」

と「２５ｋＷ／Ｌ以上のパワー密度」をモータベンチを使った実負荷試験において検証

した。その結果を受け、さらにインバータ『ＮＩＪＩ』を開発して連続スイッチング試

験（等価ストレス試験）を実施し、本プロジェクトの最終目標値である４０ｋＷ／Ｌ相

当の出力密度において正常動作の見通しを得た。 
具体的には、『ＭＡＩＮＡ』においては平成２２年度の１次試作で洗い出した実装・組

立・駆動に関する課題を解決した。『ＮＩＪＩ』においては新たなアセンブリ技術、新規

な低インダクタンス耐熱モジュール構造、冷却器の最適化、誤点弧に対応する機能を備

えた新規な高速スイッチング回路の開発などを開発・搭載した。 
このほか、チョッパにおいては６ｋＷ降圧変換器を作製し、ＳｉＣ化で動作周波数が

４．５倍で高められることを実証するともに、１００ｋＨｚ動作に目途を得た。また、

本年度に試作した２機種のインバータはいずれもＪＦＥＴを使用したが、さらに、高性

能のＳｉＣ－ＤＭＯＳＦＥＴの出現に備えて高温仕様ドライブ技術の開発を行い、予備

実験として複数種類のＳｉＣ－ＤＭＯＳＦＥＴを用いた実験を行い、ＪＦＥＴと同等の

ドライバビリティを得た。 
さらに、専業メーカや大学と連携し、インバータの高速スイッチングで重要なＥＭＩ

ノイズ低減に向けた開発を行った。『ＭＡＩＮＡ』のノイズ発生源および伝播経路の解析

結果をもとにノイズフィルタの設計を行い、ＩＣＥ規格クラス３を達成した。 
 

（平成２４年度進捗状況） 
電力変換器の高出力パワー密度化に向け、パワー素子の高速駆動技術の改善等を進め、

４０kW/L を超える変換器の実現にめどをつけた。（評価試験を実施中）また、更なる高

出力パワー密度化を可能にする技術として、新規接合材の使用によりワイヤボンドを排

除した両面接合構造の２ in １モジュールを提案・試作（１，２００V-３０A 級素子を

利用）するとともに、パワー素子のスイッチング時に発生する電圧サージを抑制する手

法を提案した。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構  
独立行政法人産業技術総合研究所、首都大学東京、千葉大学、東京工業大学） 

（平成２４年度で終了） 
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４．２ 平成２２～２４年度（助成）事業内容 
 
研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 
（平成２２年度進捗状況） 
（５）「ＳｉＣウエハ量産化技術開発」［助成事業２／３］ 

実施者の公募を行い、実施体制を構築した。 
（８）「大口径対応デバイスプロセス装置開発」［助成事業２／３］ 

実施者の公募を行い、実施体制を構築した。 
 

（平成２３年度進捗状況） 
（５）「ＳｉＣウエハ量産化技術開発」［助成事業２／３］ 

昇華法において、大口径４Ｈ－ＳｉＣウエハの量産化技術開発可能な環境整備を行い、

当初の下記目標を達成した。 
①ＲＡＦ法により口径６インチ４Ｈ－ＳｉＣインゴットを実現した。かつ同口径の有効

面積（端部３ｍｍを除く）全域において、目標とする転位密度１×１０４個／cm２以下

を達成可能な結晶成長基盤技術を確立した。更に、ウエハ量産化に向けた技術確立と

して、安定製造に関わる課題抽出を完了した（株式会社デンソー、昭和電工株式会社）。 
②昇華法による大口径４Ｈ－ＳｉＣウェハの量産化技術開発のために必要な研究開発環

境を整備し、口径６インチ４Ｈ－ＳｉＣインゴットを実現および、その量産化を前提

とした製造技術開発を推進するための研究開発を実施した。その結果、成長速度０．

２５ｍｍ／ｈ以上で転位密度５×１０４個／ｃｍ２以下の６インチインゴットを達成

した。 
（実施体制：新日本製鐵株式会社、新日鉄マテリアルズ株式会社）。 

（平成２３年度で終了） 
 

（８）「大口径対応デバイスプロセス装置開発」［助成事業２／３］ 
６インチＳｉＣウエハを対象に、イオン注入装置および活性化熱処理装置を開発し、

下記の所定の処理特性の面内均一性を達成した。具体的には、 
・６インチＳｉＣウエハを対象とするイオン注入装置については、ウエハの熱歪を緩

和するウエハ搬送方法を開発して室温から８００℃までの全領域でイオン注入がで

きるようにするとともに、高温加熱静電チャックを開発し、６インチ面内±１５℃

以下の温度均一性を達成した。また、Ａｌイオン源パラメータの最適化を実施し、

Ａｌイオンビーム電流１５００μＡを注入できるようにした。これらにより６イン

チＳｉＣウエハに高温注入するイオン注入量産装置の開発に成功した。 
（実施体制：日新イオン機器株式会社） 
・６インチＳｉＣウエハを対象とする活性化熱処理装置について、超高温対応の加熱
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炉を搭載した要素評価機を完成させた。さらに評価機にて基本機能確認・総合評価

を実施し、目標値をクリアする評価結果を得た。 
（実施体制：日立国際電気株式会社） 
（平成２３年度で終了） 
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４．３ 実績推移 
 

実績額推移 
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

委託 委託 助成 委託 助成 委託・共同研究 委託・共同研究 

①一般勘定（百万円） － 

 ０（ＮＥＤＯ） 

２，０００ 

（経済産業省） 

－ １，３９１ － ２，１７０ － 

②需給勘定（百万円） ９７６ ６３８ － ２９４ － ２５５ １，９８０ 

平成２２年度 

補正予算額 

（一般勘定） 

－ ５１５ ２，０５０ － － － － 

特許出願件数（件） ２ ０ ０ １９ １８ ２７ １６ 

論文発表数（報） ４ ７ ０ １２ ０ ２５ ４４ 

フォーラム等（件） １９ ４２ ０ ８６ ４ １０３ ８９ 

 
５．事業内容 

平成２６年度は以下の研究開発を行う。また、本事業の運営等に活用するため必要に応じ

て調査を行う。 
 
５．１ 平成２６年度（委託・共同研究）事業内容 
研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 
 研究開発項目①は、高品質・大口径なＳｉＣ結晶成長、ウエハ加工、エピタキシャル

膜形成まで一貫した製造技術の確立と、高耐圧スイッチングデバイス製造技術の確立、

高温実装技術開発、新世代Ｓｉパワーデバイス開発及びこれらを用いた低損失電力変換

器の試作・実証等により、電力分野における省エネルギー技術の国際的牽引、及び我が

国の産業競争力強化を目的に、独立行政法人産業技術総合研究所 先進パワーエレクト

ロニクス研究センター長 奥村 元氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を

実施する。 
 

（１） 高品質・大口径ＳｉＣ結晶成長技術開発／革新的ＳｉＣ結晶成長技術開発 
昇華法では、前年度までに実現した低応力成長による高品質長尺成長の安定化、６イ

ンチ量産技術検証、転位低減挙動の把握に基づき、最終目標達成に向けて必要な品質と

成長速度の両立を図り、それらの技術を実用化活動に供する。更に、得られた６インチ

インゴットやベアウエハを、後述の口径６インチでの加工技術開発、エピタキシャル成

長技術開発に供し、テストデバイスを試作評価して６インチウエハの高品質性を実証す

る。 
革新的結晶成長法では、前年度までに確立した高速性、高品質性、長尺化／口径拡大

等の各課題に対する要素技術を統合し、口径２インチ、厚さ cm 級の４Ｈ－ＳｉＣ単結

晶を実現した技術を更に高度化すると伴に、電気特性や転位密度等の特性評価を継続す
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る。また、安定的に１mm/h 級の成長速度が得られるように成長条件を最適化する。さ

らに作成した結晶を用いて、ウエハ加工、エピタキシャル成長を行い、テストデバイス

を試作評価して昇華法に対する優位性を実証する。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構、新日本製鐵住金

株式会社） 
 
（２） 大口径ＳｉＣウエハ加工技術開発 

平成２５年度までに実施した６インチインゴットでの切断実証、４インチ結晶での鏡

面研削実証、非ダイヤ砥粒研磨実証、潜傷レス CMP 実証を基に、各要素プロセス装置

実用化に着手する。また、昨年度４インチに口径拡大して行った一貫プロセス検証をも

とに構築した６インチウエハ一貫プロセスで、実際に６インチインゴットを用いた実証

を進め、最終目標を達成するとともに、６インチウエハをエピ工程へ供する。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 

 
（３） ＳｉＣエピタキシャル膜成長技術（大口径対応技術／高速・厚膜成長技術） 

最終目標実現に向けて、平成２５年度までに明らかにした成長条件設定のガイドライ

ンおよび装置構造要因をもとに、プロセスウィンドウ拡大を実証し、最終目標を達成す

る。また、評価 G と連携してシャローピットの評価基準を明確化するとともに、成長速

度の高速化と低オフ角ウエハでの当該目標実現について見通しを得る。更に、加工工程

から提供された６インチウエハにエピ成長を行い、連携してテストデバイスを試作し電

気特性を評価する。 
高速・厚膜エピタキシャル成長プロセスとしては、導入した４インチ高速成長装置を

用いて前年までに実現した１００μm/h 以上の高速成長と低残留キャリア濃度を維持し

ながら、均一性と表面欠陥密度の最終目標値を達成するとともに、当該エピ膜の特性評

価を進めて実用性を検証する。 
更に、得られる大口径エピ膜や高速成長厚エピ膜を用いたデバイス特性実証を行う他、

前年度までに構築した「SiC ウエハ統合評価プラットフォーム」の高度化／ウエハ欠陥

の本質解明をより推し進め、欠陥の体系的分類、自動分類アルゴリズムや Qbd 特性予測

アルゴリズムを高度化し、ウエハ特性やその評価法の規格化／標準化に資する。 
（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 

 
（４） ＳｉＣ高耐圧スイッチングデバイス製造技術 

平成２５年度までに実現した要素プロセスを駆使し、トレンチ構造を用いた高耐圧Ｓ

ｉＣ－ＭＯＳＦＥＴで耐圧３ｋＶ以上、特性オン抵抗１２mΩcm2 以下を実現する。ま

た、前年度において開発した大容量ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴ、ＳｉＣ－ＳＢＤを適用して

試作した３ｋＶ以上のフル SiC 電力変換器モジュールに対し、同等耐圧レンジの Si デバ

イスに比べ５０%の低消消費電力特性を実証して最終目標を達成する。 
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（実施体制：技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構） 
 
（６） 大口径ＳｉＣウエハ加工要素プロセス検証 
（平成２３年度で終了） 
 
（７） ＳｉＣ高耐圧大容量パワーモジュール検証 
（平成２３年度で終了） 
 
（９） 高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発 

引き続き、部品開発側（FCRA）と実装開発側（FUPET）との密接な連携のもとで

技術開発を行う。 
平成２５年度に実施した実装技術開発の結果を踏まえ、耐電圧特性や容量、耐熱性な

どの最終目標性能を満足する最終レベル部品を部品開発側から実装開発側に提供する。

また、当該高耐熱部品に関して、新たに薄膜基板の破壊強度試験法に関する調査検討を

追加する。 
実装開発側では、平成２５年度に行った構造的、機能的両面からのモジュール化技術

開発成果に基づいて１，２００Ｖ/５０A 級 SiC パワーモジュールを試作し、高温動作時

のモジュールの耐熱性と電気特性の評価を行う。これらの評価を通して高温動作時の課

題の抽出を行い、可能な限り課題の解決を図るとともに、残された課題に対してはその

解決の見通しを示す。 
（実施体制：ファインセラミックス技術研究組合、技術研究組合次世代パワーエレクトロ

ニクス研究開発機構） 
 
（１０） 新世代Ｓｉパワーデバイス技術開発 

新世代Ｓｉパワーデバイスを開発するための、低欠陥ウエハ技術、スケーリング技術、

３次元化等の新構造化技術等の要素技術開発を開始する。 
 
研究開発項目② 次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） 
（平成２４年度で終了） 
 
５．２ 平成２６年度（助成）事業内容 
研究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 
（５）「ＳｉＣウエハ量産化技術開発」 
（８）「大口径対応デバイスプロセス装置開発」 
（平成２３年度で終了） 

 
研究開発項目③ 次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発 
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   平成２６年度は、研究開発項目③における公募・採択を行い、実施体制を決定する

と共に、新材料パワーデバイスを用いたインバータ等の実現に必要となる材料、設計

技術、実装技術等の開発環境を整備し、研究開発を開始する。 
 
 
＜助成要件＞ 
① 助成対象事業者 

助成対象事業者は、単独ないし複数で助成を希望する、原則本邦の企業、大学等の

研究機関（原則、本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。なお、

国外の企業等（大学、研究機関を含む）の特別の研究開発能力、研究施設等の活用ま

たは国際標準獲得の観点から国外企業等との連携が必要な部分を、国外企業等との連

携により実施することができる。）とし、この対象事業者から、e-Rad システムを用い

た公募によって研究開発実施者を選定する。 
 
② 助成対象事業 
以下の要件を満たす事業とする。 
１）助成対象事業は、基本計画に定められている研究開発計画の内、助成事業として定め

られている研究開発項目の実用化開発であること。 
２）助成対象事業終了後、本事業の実施により、国内生産・雇用、輸出、内外ライセンス

収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等、様々な形態を通じ、我が国の

経済再生に如何に貢献するかについて、バックデータも含め、具体的に説明を行うこ

と。（我が国産業の競争力強化及び新規産業創出・新規起業促進への貢献の大きな提案

を優先的に採択します。） 
 

③ 審査項目 
・事業者評価 
  事業者としての技術、財務、事務管理、その他事業遂行に必要な能力があるかを審査

する。また、共同申請の場合は、各者の提案が相互補完的であるかも含めて審査する。 
・実用化、事業化評価 
  当該事業の新規性、市場創出効果、社会的目標への有効性、実用化、企業化計画の妥

当性等を審査する。 
・技術評価 
  提案された技術開発の内容について、基本計画で定める目標との整合性、研究計画の

優位性、新規性、事業計画の妥当性（技術的可能性、計画、中間目標の妥当性等）、産

業界への波及効果等を技術的な観点から審査する。 
 
審査項目については、変更があり得る。 
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＜助成条件＞ 
①研究開発テーマの実施期間 
   ６年を限度とする。 
 
②研究開発テーマの規模・助成率 
ⅰ）助成額 

１件あたり１０億円／年を助成金の上限の目安として予算内で採択する。 
ⅱ）助成率 

２／３ 以内（※） 
（※） 民間企業単独あるいは民間企業のみでの連携等により実施される場合、助成

率を１／２とする。 
 
５．３ 実施体制 
別紙を参照のこと 

 
５．４ 平成２６年度事業規模 

   委託・共同研究事業  助成事業 
 需給勘定 １，９８０百万円（継続） １，７２０百万円（新規） 
     ８００百万円（新規） 

事業規模については、変動があり得る。 
 

６．事業の実施方式 
研究開発項目①（１０）及び研究開発項目③について公募を行う。 

 
６．１ 公募 
（１）掲載する媒体 
 「ＮＥＤＯホームページ」及び「e-Rad ポータルサイト」で行う。 
 

（２）公募開始前の事前周知 
  公募開始の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。本事業は、e-Rad 対象事業であ

り、e-Rad 参加の案内も併せて行う。 
 

（３）公募時期・公募回数 
 平成２６年４月に１回行う。 
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（４）公募期間 
原則３０日間とする。 

 
（５）公募説明会 
 関東で開催する。 
 

６．２ 採択方法 
（１）審査方法 

e-Rad システムへの応募基本情報の登録は必須とする。 
助成事業者の選定・審査は、公募要領に合致する応募を対象に NEDO が設置する審査

委員会（外部有識者で構成）で行う。審査委員会（非公開）は、助成金交付申請書の内

容について外部専門家（学識経験者、産業界の経験者等）を活用して行う評価（技術評

価及び事業化評価）の結果を参考とし、本事業の目的の達成に有効と認められる助成事

業者を選定した後、ＮＥＤＯはその結果を踏まえて助成事業者を決定する。 
申請者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施する。 
審査委員会は非公開のため、審査経過に関する問合せには応じない。 

 
（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 

原則４５日間以内とする。 
 
（３）採択結果の通知 
採択結果については、ＮＥＤＯから申請者に通知する。なお不採択の場合は、その明確

な理由を添えて通知する。 
 

（４）採択結果の公表 
採択案件については、申請者の名称、研究開発テーマの名称・概要を公表する。 

 
７． その他重要事項 

７．１ 運営・管理 
本研究開発の研究開発項目①のうち（１）から（４）、（６）および（７）は、経済産業

省が、企業、大学等の研究機関（委託先から再委託された研究開発実施者を含む）から公募

によって研究開発実施者を選定し、共同研究契約等を締結する研究体を構築して開始したも

のである。ＮＥＤＯが本研究開発の運営・管理を承継するに当たっては、その時点までの進

捗状況を踏まえた研究開発内容・計画及び実施体制の妥当性について、外部有識者による審

議を含めた評価を行った上で最適な研究開発体制を構築し、実施する。 
研究開発全体の管理・執行に責任と決定権を有するＮＥＤＯは、経済産業省と密接な関係

を維持しつつ、プログラムの目的、および、目標に照らして適切な運営管理を実施する。ま
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た、必要に応じて、外部有識者の意見を運営管理に反映させる。 
 
７．２ 複数年度契約の実施 

研究開発項目①（１０）を除く委託事業については平成２２～２６年度の複数年度契約

を行う。 
研究開発項目①（１０）の委託事業については平成２６～２８年度の複数年度契約を行

う。 
研究開発項目①の共同研究事業については平成２４～２６年度の複数年度契約を行う。 
研究開発項目③の助成事業については平成２６～２８年度の複数年度交付決定を行う。 

 
８．スケジュール 

８．１ 本年度のスケジュール 

平成２６年５月上旬・・・公募開始 
５月中旬・・・公募説明会 
６月上旬・・・公募締切 
７月中旬・・・契約・助成審査委員会 
７月下旬・・・採択決定 
 

９．実施方針の改訂履歴 
（１）平成２６年３月、制定 
（２）平成２６年４月、研究開発項目③の追加に伴う改訂 
（３）平成２６年５月、研究開発項目①（１０）の追加に伴う改訂 
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（別紙）事業実施体制の全体図 

研究開発項目①低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 

  

 
 
 
 
 
 

ＦＵＰＥＴ 新材料パワー半導体 
研究開発センター 
研究開発項目： 
(1)、(2)、(3)、(4) 
参加企業：別掲 

（ FUPET ） 

ＦＵＰＥＴ 日進分室 (1) 
参加企業：デンソー、昭和電工 

新日本製鐵株式会社 (1) 

（公募予定） (9) 

委託 
1/1 

共同研究 
1/2 

委託 
または共同研究 

ＦＵＰＥＴ 伊丹分室 (4) 
参加企業：三菱電機 

協議、提言 

電力中央研究所 (1) 、 名古屋大学 (1) 、 東京工業大学 
大阪大学 (2) 、 名古屋工業大学 (2) 、 中部大学 (2) 、 
横浜国立大学 (3) 、 宇宙航空研究開発機構 (1,3) 、 
物質・材料研究機構 (1,3) 、 東京大学 (1,3) 

共同実施 

新材料パワー半導体研究開発センター 
参加機関： 
三菱電機、富士電機、日立、東芝、昭和電工、 
日産自動車、新日鐵住金、デンソー、トヨタ 
豊田中研、日立化成、タカトリ、ディスコ、フジミ 
旭ダイヤ、パナソニック、ローム、東レリサーチ 
本田技研、明電舎、豊田通商、関西学院大学 
産総研 

研究項目名： 
(1) 高品質・大口径 SiC 結晶成長技術開発／ 
革新的 SiC 結晶成長技術開発 
(2) 大口径 SiC ウエハ加工技術開発 
(3)SiC エピタキシャル膜成長技術 
(4)SiC 高耐圧スイッチングデバイス製造技術 

NEDO 

プロジェクトリーダー 
所属： 産業技術総合研究所 
役職： 先進パワーエレクトロニクス 

研究センター長 
氏名： 奥村 元 

技術研究組合 
次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構 

東北大学(1,2)、 

ファインセラミックス技術研究組合(9) 

技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構(9) 

新日鐵住金株式会社(1) 

研究開発項目名 

(1)高品質・大口径 SiC 結晶成長技術開発／ 

  革新的 SiC 結晶成長技術開発 

(2)大口径 SiC ウエハ加工技術開発 

(3)SiC エピタキシャル膜成長技術 

(4)SiC 高耐圧スイッチングデバイス製造技術 
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ファインセラミックス技術研究組合 

（FCRA) 

FCRA高耐熱部品開発研究所 

研究開発項目(9) 

参加企業：KOA、電気化学工業、日

本ファインセラミックス、ノリタケ

カンパニーリミテド、日本特殊陶業、

日本ガイシ、産総研 

FCRA野洲分室(9) 

参加企業：村田製作所 

FCRA高崎分室(9) 

参加企業：太陽誘電 

FCRA熱田分室(9) 

参加企業：JFCC 

(共同実施） 

東京工業大学(9)、東京大学(9) 

（再委託） 

日本ファインセラミックス協会(9) 

技術研究組合 

次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構（FUPET) 

 

 
FUPET 新材料パワー半導体研究開発センター 

研究開発項目(9) 

参加企業：カルソニックカンセイ、サンケン電気、東芝、日産自動車、

富士電機、産総研 

委託 

1/1 

委託 

1/1 

 

研究開発項目名 

(9)高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発 

共同実施／再委託 


